
教員の教育実践と教員団体の役割

大脇康弘

I 本稿の課題

教員団体訴究のアプローチとして、教員団体の基本的性格と機能を究明する原理論、教員団

体の現状を分析する実態論、なよび教員団体運動の目標、戦略、戦術を提示する運動論という

三つが考えられる。

しかし、わが国になける今日までの教員団体研究の動向を概観すれば、運動論レベノレの研究

が圧倒的K多〈、実態論研究は極めて少なく、まして原理論研究は皆無といってよい。換言す

れば、教員団体K関する著書、論文は数多くみられるが、それらの内容は教育運動論的視点か

ら個別領域どとの問題を扱い、しかもその時々の教育を巡る政治状況に色彩られたものがほと

uJ 同

んどなのである。とれは、教貝団体が一つの運動体的性格を担っておす、教育花関する政治的、

経済的、社会的諸状況の変化K極めて柔軟に対応していかなければ左らないからであ夕、その

ための理論が要請されているからである。けれども、教員団体研究が運動論の構築ということに

限定されてしまってはならない。また運動論研究は原理論を踏まえた実態論研究と相互浸透さ

せつつ進めていかなければ、極めて近視眼的で現状即応、的なものに終始し、やがて教員団体運

動の独自性を見失うことに左ろう。

ζ うした教員団体研究の現状認識にたてば、教員団体の原理論の構築が早急、K進められねば

なら左いことが理解される。そして、そのための視座と考究方式は以下のように設定できょう。さ

しあたれ教員団体は教員の自主的組織であ夕、教員の共同利益を追求する団体であると定義

できる。この定義をよ D原理的に綾密化していくためには、第ーに、教員の職業行為(教育労働)

の本質と内容の分析を踏まえて、その教育労働との関係のなかで教員団体の基本的性格や機能

を究明していくことが必要である。

また、従来各国の教員団体の基本的性格は労働組合と専門職団体とK大別されてきたが、現
(2) 

在わが国や西欧諸国の教員団体は両国体の性格を併せもつようになってきている。えだし、両

国体の性格が教員団体の内部にがいて矛盾を字みつつ共存しているのが実扶であろう。したが

って、労働組合なよび専門職団体の基本的性格や機能の分析を踏まえて、それとの比較検討を

通して教員団体の原理論を構築していく ζとが必要である。とれが第二の考究方式であるO

以上の方法論的意識U亡たって、本稿は、第一の考究方式から教員団体の基本的性格と機能を明

らかにすることをめざして、その第一歩として教員の教育実践と直接関係する教員団体の役割
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の究明を課題として設定する。それ故、本稿では教員の労働・生活条件などに関係する教員団

体の役割については問題としない。本研究の考察の基本的ネ慰霊は次の通Dである。

(1) 教員の専門的能力の向上と教員団体の役割

(2) 教員集団Kよる学校の自主管理と教員団体の役割

(3) 教員団体による教育行政権の侵食

(4) 公教育体制の変革と教員団体の役割

次に本研究の基本的概念である「教員」なよび「教員団体Jの定義をしてなζう。「教員J

CSchulmann) とは、近代公教育館肢の成立とともに確立された職業(教職)の実体的

表現であ夕、公教育学校にないて直接教育活動に従事する職員の総称である。したがって、歴

史貫通的に使用される社会的役割の実体的表現である「教師JCSchullehrer) とい

う概念を用いない。また論込と、管理的地位にあって直接教育活動に従事することを本務とし

ない校長、教頭は「教員Jから除外する ζと托する。そして「教員団体Jとは、こうした公教

育学校の全教員を組織化し、その共同利益を追求しようとする志向性をもった教員の団体の総

称である。それ故、各教科、各学校段階どとに、ないし特定の思想、K基づいて組織される教育

研究を主目的とする教員の団体(r教育研究団体J)とは区別される。

以上、「教員団体Jを定義し、研究対象の限定を行ったが、本来的には「教職員団体」とし

て研究対象を設定するのが理論的にも現実的にも妥当であろう。つま仏教員と教員以外の職

員(事務職員、用務員、給食作業員等)との職務の差異や相互関連性を踏まえて、教職員の共

同利益を追求する「教職員団体」の基本的性格と機能を明らかにすべきであろう。しかし、現

実の公教育学校にないては、教員以外の職員は未だ教員に対抗するだけの力も地位ももちあわ

(3) 
せていないので、本研究では「教職員団体Jの中核としての「教員団体」を問題Kしていくこ

とにする。左争、与し上の論述から理解されるように、本研究の対象は資本主義社会になける教

員団体である。

立 教育実践の具体的実現過程と教員団体の役割

4) 
教育労働(教育実践〉をプロセスとしてみれば、図 1のように組織化過程と具体的実現過程

の統ーとして把盤できる。

一般に、労働過寝は労働そのもの、労働対象、労働手段。三契機(本質的構成要素)からな

bえっている。教育労働過程の場合、労働そのものは教員の労働力であムその中核K位置す

るのがコミュニケー乙/ョン能力である。また、労働対象は生きた人格としての子ども(人間的自
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(教育政策形成過程)→教育行政過程→学校経営過程→!教育労働卜教授一学習過程

<教育労働の組織北過程> く教育労働の具
体的実現過程>

図 1 教育労働の過程

然、)であれ労働手段は教育内容を実体化した教科書、教材・教具、なよび学校の施設・設備
(5) 

等である。そして与し上の三契機を相互連関させるものが教育実践技術である。つまタ教育労働

(教育実践)は、教員が教育実践技術を適用し、労働手段を組織的に運用して、子どもに意図

的計画的に働きかけるという構造を持っている。

そして、公教育体制下の教育労働の具体的実現過程(教授一学習過程)はその組織化過程を

通して浸透してくる教育法規、教育行政(基準行政、指導行政)、学校経営吃よってトータノレ

な形で枠付けられている(区12参照〉。たとえば、教員の教育労働は教員政策左どによって、

!品偶_~;ij;)j ~ra手口レ/ ↑↓ 一 組i;バ臨
公教育過程

(教育政策形応塵程)→教育行政過程 図2 公教育過程

堀内孜 rf学校経営論Jと『公教育論JlJを参照、
ただし、若干の修正を加えた。)

子どもは義務教育という強制就学の形態、にないて修業年限、学年左どが、また労働手段の重要

な構成要素である教育内容は学習指導要領、教科書検定左どによって大きく規定されている。

このように枠付けられている教育労告が盈程になける教員は、教員政策をはじめとする外的枠付

けを一般的には自己規制という形で内在化しているのであ D、教育労働は一定の枠内で自由裁

量の許された労働ではあるが、決して教員の意のままになる労働では左いのである。

教員は公教育体寄りをその末端にないて担う者であれ文化遺産の公式の伝達者であると同時

ム (6) ニ己

児、子ども集自の管理者として学校社会IfCrLち現れる。 換百すれば、教授一学習過程にないて、

教員は子どもに対して教授者、管理者として、盟定的な役割を付与されて立ち現れる。つま D、
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教員は子どもに文化諸形象を教材化した教育内容を「客観的真理」、「科学的知識jとして一

方向的提示し、伝達していく存在として、規定されている。

ζ うした規定を受けている公教育体制1fTの教育労働の本質は次のように把握できる。資本主

義社会は商品経済原則が貫徹した社会であり、人間の労働力の商品化を基礎Kして成立してい

る社会である。それ故、教員が労働力商品の所有・販売者(賃金労働者)として立ち現れるの

と向様、子どももまた未来陀公ける必然的可能熊としての労働力商品として規定されている。

教育労働とは基本的に未来の労働力商品たる子どもに意密的計画的に高品価値を付加する労

働として梓付けられているのである。労働力商品への価値付加とは、体語i維持イデオロギーの

(7) 
形成と労働能力(=労働力)の基礎陶冶というこ側面が総合的に行われるζ とである。とのこ

側面の具体的内容は資本主義の発展段階によって異在るが、一般的には次のよう K把握できる。

体制維持イデオロギーの形成は、直接的に現体制を肯定するという色彩では左〈国民意識の形
(8) 

成なよび「社会的ー技術的分業を尊重する」意識の形成(道徳意識と市民的職業的良心の形坊

を通して行われる。また、労働能力の基礎陶冶とは、社会的一技術的分業の要請、す左わち労

働のさまざま左「地位Jと「職種JV<:応、じて専同化されるべき労働能力を基礎的に陶冶する ζ

(9) 
とであり、とれは体制維持イデオロギーの形成を基盤にしてはじめて保証されるのである。と

のような公教育学校において付加される商品価値の標準化・額一{じしたものが学歴であるo

上述のζ とを子どもの側からみれば、彼が将来安定した生活を送るためには、教育の「私事

性J原則が貫徹している公教育体制の下で、私的、排他的に自己の労働力商品としての価値を

高めていかなければ左らない。そのためKはよ D高度左教育を受け、よタ高い学歴を取得する

ととが要請されるのである。

与L上のよう左社会的規定をうけている教員と子どもは、教授一学習過程に沿いて「教授する

者Jと「教授をうける者」という一方向的・非互換的関係として立ち現れる。しかも、両者を

媒介する教育内容が実体イとされた教材は、学習指導要領や教科書検定によって行政的に規制さ

れてなD、それが教員一子ども関係の上に「客観的真理J、「科学的知識」として前提的K措

定されているのである。もちろん、教材の扱い方は教員の自由裁量に委ねられてはいる治人一

定の枠内をこえることは許され左い。

ζのように教員、子ども、教材という三要素からなる教授一学習過程は総体的K規制されて

いるのであり、そζになける支配的価値は労働力商品としての価値の高度化である。現時点に

ないでこの支配的価値を単純化していえば、「よ D多ぐの知識を記憶する ζとJである。との

支配的価値実現のためV<:f受験体制J、「テスト体制Jと形容される学校教育体制が仕組まれ
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ているといっても過言ではない。しかし、本来知識の獲得はく思考の能力〉、く言語の能力>、

く記躍の能力〉からなるく認識の能力〉の発達と密接な関係性を有しているのであ B~ 今日の
学校社会に公いてはく記憶の能力>という価値が極めて肥大化し、く認識の能力>を構成する

他の二つが簸少化されているのである。 ζこでは社会的分業として教育機能を担っている公教

育学校が「知識学校J、「教授学校」として存立している ζとの問題性は問わないが、今日そ

の中心的機能である知識の伝達さえ極めて鍾少イとされていることK深刻な問題が潜んでいる。

つま仏現存の教授一学習過程が非人間的なものK堕し、子どもも教員も疎外されているので

ある。
江D

すなわち、現代の子どもは、文化諸形象の内化を桜心とする自己形成句意足前為である学習行為(学習

活動)から疎外され、学校にないて自己実現を妨げられているのであれ彼は「落ちこぼれム

「学習意欲喪失症J、「登校拒否症ム学校内での暴力行為非行、自殺等々といった形で、

今日の学校教育体制K反逆しているのだと把握すべきであろう(もちろん、 ζのことがすべ

て学校教育K起因するとはいえないが、主要な原因であることにちがいはな付。子どもは本来、

よD人間的に自己を発達させ、自己実現をはかっていきたいという内的欲求を内氏秘めている

のであ仏今日の学校教育にないて、こうした欲求が余]JVLも満たされていないと ζろに問題

が存在するのである。

しかし、このような教育の病理現象はあくまで氷山の一角であって、すべての子どもが学校

社会の支配的価値である高度な学歴の取得という第一義的目標と、自己の全面的発達という目

標との深刻な葛藤に直面していることに呂を向ける必要がある。子どもはこうした内面的葛藤

を通して、資本主義社会の基本的意識形態、であるエゴイズムなよびそれと表裏一体のニヒリズ

ムに洗礼されていくのである。現在、こうした子どもの自己疎外の意識化が広範臨にわた仏

しかも低年齢層化する傾向にあることは纏めて深刻な問題である。 ζ うした子どもの自己疎外

を克服する道を探究するために、さしあたD次のような子どもについての認識を出発点としょ

う。

子ども(人間)は自然存在であるとともに歴史的・社会的存在である故に、子どもの発達は

遺伝質、本能といった生得的・個体的条件と歴史的・社会的条件Kよって規定されている。と

うした子どもが将来、社会にないて自己実現をなしとげ、社会の様々な矛盾を克服していくた

めには、現代社会の文化的価値体系なよび人間の尊厳、生命の尊重K貫かれた生活実践的価値

体系を認識し、それに基づいて主体的に実践していく能力を獲得しなければならない。教員は

こうした子どもの自主的集団的自己形成(人間的諸能力の全面的発達)を助長・援助するため
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氏、日々子ども(集団)(1[対して意図的計画的K全人格的に働きかけていくことを自指さなけ

ればならない。

しかし、「知識学校」として現存している公教育学校にないて、 ζのような方向性をもった

教育労働の実現は極めて国難である。それ故、こうした志向性をもちつつも、まずは教授一学

習過程になける教員と子どもの諌外克服の諸条件を醸成していく道を探っていくことにしよう。

現存の教授一学習過程を変革し、教員と子どもとの真の協働的意志関係を成立させていくため

の方途は二つ考えられる。第一は、子どもの学習活動や学力に関して直接責任を負っている教

員が、今日の学校社会になける支配的価値をくつがえすだけの専門的能力を獲得し、向上させ

ていくことである。第二は、子どもの学習主体としての確立である。このζ とは、子どもの学

習権を保障していくということだけでは左く、子どもは学習する意志をもら、自らの学習活動

なよび教員の教授活動を評価しうる学習主体であ仏教授一学習過程を質的K転換していく内

的可能性を字んだ存在であると挺え返していぐことを意味する。つま D、子どもが教員の教授

活動を評価する権利をもった学習主体であることを承認することである。ここでは前者の問題

を具体的に検討していζ う。

人間の能力の構造は、系統発生的左発達の観点から捉えれば、 G主主命維持の能力(生理的能

力)、③環境)1質応の能力(感受の能力、運動の能力、模倣の能力)、⑥環境学習の能力(認識

の能力)、④価価実現の能力(社会的能力、創造の能力)⑤弘上の総体としての労働の能力と

02) 
いう 5つのレベノレからなる。そして、「上位の能力は、それ以下の能力を前提とし、その基礎

臼3
の上花開花する Jのである。文化諸形象の伝達・創造(伝達的側面が強い)という社会的機能

を担っている公教育学校は、人間形成といった理念を掲げてはいるが、基本的には子どもの認

識能力の発達をはかっていく組織であるといえよう。しかい既K述べたように、今日の学校

教育にないてはく記憶の能力〉という価値が肥大化してなD、知識の伝達ということさえ十分

なされているとは言い難い。

このような現状認識にたって、子どもの認識能力の発達、つま D学力形成という教育的価値
ほの

の問題が再検討されねばならない。学力とは「成果が計測可能でだれにでもわかち伝えること

H5) 
ができるよう組織された教育内容を、学習して到達したJ認識能力と規定できるが、ここでい

う学力は、あくまで人間的諸能力の全面的発達と結びついたものでなければならない。したが

って、教育内容もそれにふさわしいものが組織される必要がある。

教員がζうした子どもの学力を形成していくためには、子どもの認識活動を組織化していく

専門的能力が必要である。つま D教員Kは、単にテストだけでなく、一時間一時間の授業にない
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て、子どもの発言、表情、身ぶD等l疋よって彼の理解度を測定し、子どもに「わかるj授業を

{持章していく能力が必要である。この専門的能力を客観的な知識・技術の問題として捉えればkそ

れは、①子どもの能力の構造・発達K関する知識、なよび子どもの実態を把握する技術、②専

門科学に関する知識、なよび教科教育に関する知識・技術、③授業を科学的に組織し、展開し

ていぐ知識・技術、③学級集団を組織し、指導してい〈知識・技術から左る。教員が専門的能

力を獲得していく際の基盤となる知識・技術の学問的蓄携は、とれまで別々の研究領域にない

てなされてき走。つまり、①の領域は教育心理学、教育思想研究で、②の錦繍ま専F堺ヰ学、教科

教育学で、③の領域は教育方法学、教授学、便業研究で、③の領域は生活指導研究、集団主義教

育論の研究等、それぞれ研究が進められてきているが、必ずしも体系化されているとはいえない。

したがって、現在大多数の教員は自己の教育実践を通して経験的Kしか専門的能力を獲得し

ていけ左いという状況になかれている。しかも、経験的に獲得された専門的能力は主観的で人

格的依存性が高く、必ずしも一般化できないものが多い。それ故、教員の教育実践の道標た D

うる科学的理論が切望されているのである。その科学的理論は、学力形成を中核とする子ども

の人間的諸能力の全面的発達という教育的価値を基盤にして、③を中核K①②④を統合し、体

系化した教育実践K関する科学(r教育実践科学J)である。 ζの「教育実践科学」は、未来

の労働力商品への価値付加を行うよう組織化されている教育労働を否定し、克服していくため

の科学である。これは、教育研究者、各分野の専門家、教員との協働体制の下ではじめて実践

的科学理論たりうるのである。そして、 「教育実践科学Jの構築にお言いて主導的役割を担うと

とを期待されているのが教員団体である。

教員団体は教員集団の共同的利益を追求する自治的組織であり、教員の労働疎外を克服して

いくための毘体である。公教育体制下の教育労働は、①資本主義的賃労働という形惑における

疎外、②教育労働の内部になける疎外という二重K疎外されている労働である。 したがって、

教員団体は、教員の賃金、労働時間、その他の労働条件の維持@改善をはかっていく機能だけ

でなく、教員の教育実践の自律性(教育実践の自的と内容の自己統制)を獲得していく機能を

も担っているのである。教育実践の自律性を獲得していくための内的条件が、教員の専門的能

力の向上であ久外的条件が、教員の職務権限の拡大や教育条件の整備・向上などである。

そして、教員の専門的能力の獲得@向上にないて重要な役割を果えすのが、教育実践の法射

性を示す「教育実銭科学jである。この科学理論構築は少数の研究者の力だけで左しうるもの

ではなく、多数の教育研究者、各分野の専門家、教員の密接な協力関係が要請されるのである。

さらにこうした協働体制を組織し、研究を進めていくためには、多大な人的、物的、財政的負
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担が要求されることはいうまでも左い。それ故、教員の代表である教員団体の組織力が要請さ

れるのである。つま弘子どもの学力形成を核とする人間的諸能力の全面的発達という教育的

価値の実現をめざし、それと対立する公教育学校になける支配的価値を否定、克服していくよ

うな教育実践の道標たbうる「教育実餅ヰ学Jの構築にないて、教員団体は主導的役割を果た
~6) 

さなければ左らないのである。

ひと Dひと Dの教員は、 「教育実践科学Jの構築V[j己、いて、自らの教育実践の分析、検討を

通して、その法則性を明らかにしていくとともに、その科学理論を実践的K検討していくとい

う役割を担っているのである。現時点にないて、教員はとの理論構築への参加を通して、教育

的価値の具体的内容を明確化しつつ、それK見合った専門的能力を獲得していかなければ左ら

ない。これを教員団体からみれば、「教育実践科学」の構築のなかで、現在極めて不明瞭とな

っている教育的価値を明らかにし、教員集団になけるそうした価値の共有化をはか仏教員の

専門的能力の向上を支援していかなければ左らない。そのために、教員団体は教員の現職研修

を進めていくための多種類の活動を組織していくととが要請される。それは、教員の自主的研

究活動を組織化していくことを基本原財とし、具体的には各種の研究会への援助、教員団体主

催の教育研究集会、講演会の開催、教育出版物の刊行等が考えられる。

ところで、教員の専門的能力の獲得・向上という問題は、人戦後だけで左〈、入職前の教員

養成なよび入職時の教員採用人事になける問題でもある。それ故、教員団体は、教育的価値に

ふさわしい教員の専門的能力の勝専・向上のためK教員養成教育の期間、内容、方法等K関し

て発言権を行使し、また、教員としての資格を審査い適格者に対して免許(1 icence)を

付与する教員免許制度の運営に関与し、さらに教員採用人事に対しても一定の発言権を行使し

ていかなければなら左い。今日 ζれらの事項は、盟、地方自治体の教育行政権K含まれている

が、これまで述べてきたことから理解されるよう児教員団体が積接的に関与すべき事項である。

また、教員の専門的能力と密接な関係を有しているものに教育労働過程の労働手段である教

育内容がある。 ζれは教員の知的精神活動K媒介されてはじめて労働手段になDうるという特

殊性をもっている。このととから、授業中心主義(r二十坪の内J主義)にみられるように、

教育実践にないて教員が国家、地方臼治体の規制から一定程度自由に左タうるという幻想、が生

じやすい。しかし、教員は、法的規準性・拘束性をもっ学習指導要領に準拠し、教科書検定を

通過した教科書を使用する ζとを法的に強制され、教材の使用に関しては教育委員会への屈出

が義務づけられているのである。それ故、教育内容に関する教員の自由裁量は極めて眼定され

たものであb、さらにとうした外的枠付に対して教員の自己規制が強〈働くのが一般的である。
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つま D、教育内容は総じて国家、地方自治体Kよって規制されているのであるつ

もちろん、教育活動を計画的・系統的K展開していぐためκは、現代の一般諸科学ltCjo-，ける

「一応確定された一般的、基礎的概念や法則」を iIfすべての子どもに理解可能左順序』とい

う原理JltC即して構造化することが必要で、thø~ それを偲人的恋意K委ねないためにはムゐ会
準が要請される。 しかし、公教育が未来の労働力商品たる子どもへの価値付加を呂ざすもの

である以上、国家は学習指導要領K代表される形式的な公的基準を通して自らの意思を浸透さ

せていくのである。したがって、教員団体はこうした公的基準の形式性を批判し、教育的価値

の論埋に合致した実質的な公的基準を確立していかなければならない。そのためには、教員団

体が国家、地方レベノレになける教育課程行政に関与し、公的基準の実質化をはかってい〈必要

がある。また、教育的価値の論理K即した教育課程の研究開発が進められねばならない。

教員がらL上述べてきた専門的能力を発揮していくためKは、教育実践の自律性、すなわち教

育実践の目的と内容の自己統制が可能な諸条件を醸成していかなければならない。以下、教育

実践の組織化過程に関わるこの問題について検討していこう。

理教育実践の組織化過程と教員団体の役割

1. 教員集団による学校の自主管理

教育実践は、教育行政、学校経営によって学校という場κ拾いて組織的に仕組まれている。

教員は学年・学級や教科を役割分担し、それぞれ固有の立場から教育課程を展開していくの

であれ教科間の関連性、学年間の系統性をもった教育課程の全体計画は教員の分業と協業

によって実施される。そこに学校教育の組縦合性格が存在するのである杭 ζのことが必ず

しも高度な協働関係を有する教員集団の存在を意味するわけではない。学校K働く教員は偶

然的・他律的K共同の仕事を営むようになっただけであD、各々質的に異なった教育観をも

っているのが普通である。したがって「個々の労働者(教員一引用者注)(1(とっ了ては、自己

の労働は、個別的労働過程のように忠われ、他の労働者との協業は、その個人にとっては、

外在的、他律的なもののようにみえる。If社会化』された教育にとって組織性の要請は、客

観的必然であるにもかかわらず、個々の労働者には、それが個別的労働の総和のように忠わ

(18) 
れ、組織的運営が外在的管理として挟ずる jのである。学校がその教育力を高め、高度左

教育的価値を実現していくためKは、教育的価値を共有している目的意識的な教員集団の集
臼9

図的力量が必要であるということは既K指摘されてきたところである。

学校経営とは本来こうした教員集団の形成すなわち、教員が各自の教育実践を集団的に検
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言せするζ とを通して、専門的能力を高めあい、教育的価値を検討し、共有化していくという

教員相互の協働関係を構築していく機能で左ければ左らない。しかし、実際は、学校経営機能を

中心的に担っている校長は、教員集屈の代表者であると同時に教育行政機関の代理者であD

この二つの役割問の葛藤に臨まされている場合が多レ、。そして、校長が教育行政機関の代理

者として行動する左らば、教育的価値を共有化している教員集団と敵対的K対立する場合が

なこDうる。 ζ うした場合、教員集団は子どもの学力形成K直接的責任を負い、かっその責

務を遂行していきうるにたる専門的能力を備え、日々教育実技を展開している直接的当事者

であるという重みを基盤に、教員集団に共有化されている教育的価値の権威で、学校経営者

としての校長の権威を否定し、学校を集団的に自主管理 (teachers'selfmanage-

me n t)留めしていく方向をとるべきである。このζとは、従来校長によって掌握されていた

学校経営権(校務掌理権)を教員集団が侵食(encroach)していくことを意味するが、

これは現実的には極めて困難左ことである。しかし、教員集団の連帯を基盤に、教育行政機

関の代理者たる校長の一方的な意思Kよる学校経営権の行使を抑制し、経営権を一歩一歩も

ぎとっていくという長期的展望にたてば、決して不可能左 ζとではない。換言すれば、校長

の学校経営権の絶えざる侵食とは、学校に卦ける教員の発言持主拒否権、自治権を絶えず拡

大していくことなのであ怨

校長の学校経営権を侵食い学校の自主管理をめざしていく主体は教員団体の職場組織を

核とする教員集団であるρ 教育的価値を媒介に結合している教員集団の集団的力量がこの職

場闘争の成否を決定するといっても過言では左いだろう。前節でみたように、教員団体は

「教育実践科学」の構築、教員の専門的能力の向上、・教育課程の研究開発を通して、教員集

団になける教育的価値の共有化をはかっていくという重要左役割を担っていた。さらに教員

団体は、教員が自らの教育実践の目的と内容を集団統制していくために、学校の自主管理闘

争を展開していかなければならない。その闘争主体は一般教員集団であるが、その核となる

のが教員団体の職場組織(分会)である。ただし、必ずしも教員団体のメンバーがその闘争

のリーダーである必要はなく、要は教育的価値を内在化しているリーダーシァプ能力の所有

者が中心者と在ればよいのである。支え、教員団体の全国組織、地方組織はその闘争を外から

人的、物的、財政的K支援していく ζ とが要請される。なかでも、職場闘争を組織していく

りーダーの養成、メンバーの教育といった患想、闘争が重要となるであろう。
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之 教員団体陀よる教育行政権の侵食

教員集団による学校の自主管理闘争(校長の学協経営権の侵食)は、学校を外側から大き

く規制している教育行政との厳しい緊張関係をもたらす。国、地方自治体の教育行政機関は

基準行政や指導行政という形態を通して、学校を管理しているのである。つま D、教育行政

機関は、教育実践の内容と質を支える教育内容、教育条件、教員の労働条件等を教育政策の

策定、実施を通して統制しているのであb、教員集団Kよる学校の自主管理を進めていぐえ

めKは、教育行政機関の教育行政権を侵食してい〈ととが必要に左る。その際の侵食主体と

なるのが教員団体の全国組紘地方組織である。学校の職場闘争は学校外の闘争と連携して

はじめて大きく前進しうるのである。

教員団体による教育行政権の侵食もまた、 「教育実践科学Jの構築にないて明らかにされ、

教育実践を通して検討された教育的価値の論理に却したもので左ければ左ら左い。侵食すべ

き事項は教育行政権に含まれるすべての事項であるが、その左かで重要なものは、⑤教員の

職務権限、②教育条件、③教育課程、③教員養成教育、⑤教員免許制度、教員採用人事に関

する諸事項である。

侵食していく方式としては、①通知説明方式、②意見表明もしくは諮問方式、③共同協議

方式、④共同決定方式、⑤団体交渉方おz考えられるが、それぞれの事項や教育状況同じ

てそれにふさわしい方式が選択されるべきである。

W 結び

公教育体制下の教育実践(教育労働)が、基本的には未来の労働力商品たる子どもに意図的

計画的K高品価値を付加する労働として枠付けられているという認識にたって、あるべき教育

実践の映像を探究しつつ、それと直接関係する教員団体の役割を明らか陀する ζとが本稿の課

題であった。その内容を要約すれば、①教育的価値の実現→②教員の専門的能力の向上→③教

員による教育実践の呂的と内容の自己統語I~④教員集団による学校の自主管理(校長の学校経

営権の侵食)→⑤教員団体による教育行政権の侵食という ζとになる。

これまで述べてきた教員団体の役割を機能的K整理すれば以下のよう K在る。

L 教員の専門的能力の向上をはかる機能

① 「教育実践科学Jの構築になける中核的役割ー教育的価値の具体的内容を明らかにし、

教員集団Kなける教育的価値の共有化をはかっていく。

② 教員のための現職研修活動の組織化
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③ 教育課程の研究開発

2. 教員集団による学校の自主管理機能(校長の学校経営権の侵食機能)一教育的価値実現

に直接責任を負っている教員が専門的能力を発揮できるような学校の協働体制を創造してい

〈こと。学校の自主管理の主体は職場組織を核とする教員集団である。

① 学校組織(教育組織、運営組織、事務組織)の徹底的民主化、効率化

1 )職員会議の議決機関化、 11 )教育課程の自主編成、 111)校内人事の民主的決定

② 学校の自主管理闘争を組織していくリーダーの養成、メンバーの教育

主 教育行政権の侵食機能(教育政策策定への関与機能)

① 教員の職務権銀の拡大をはかる機能

1 )教育課程の編成権

11 )教科書、教材・教具の採択権

jjj) 自己研修権

来 教員の職務権限は教育労働の組縦令性格からして、個々の教員というよD、教員集団

全体に割b当てられる場合が多い。

②教育条件の改善に関し、国や地方教育委員会と交渉、協議

ex.学級規模、教職員の定数、教員の異動計画(転任、昇降任、退職人学校の施設・設

備など。

③ 直家、地方νベノレになける教育課程の基準決定、なよび研究開発への参加

④ 教員養成教育(養成の期間、内容、方法など)への発言権の行使

③ 教員免許告i践:の運営への関与一ー教員としての資格審査と適格者への免許(licence)

付与への関与、なよび教員採用人事への発言権の行使

本稿は、教員団体が学力形成を核とする子どもの自己実現という教育的価値を実現していく

えめの役割を担っているという規点に貫かれている。しかし、公教育学校に£サナる支配的価

値である複雑労働力商品化という価値と全〈対立する教育的価値の完全な実現のためには、公

教育体制ゆ変革ーそのためにはその基盤である資本主義社会の変革が要請されるーーが必要

である。公教育体制は、形式的には社会共同の事業として仕組まれているが、実質的には「教

育の私事性J原知が貫徹している体制である。それ故、教授一学習過程Kなける教員と子ども

の教育的関係を創造し、教育的価値を完埜に実現していくためには、現存の公教育体制を実質

的に社会共同の事業として再構成・変革していくことが必要である。公教育体制の変革は資本

主義社会の変革なしには達成されないとしても、公教育体制という外被のなかに、新たな教育
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体制の内容を形成していくことが必要なのである。それ故、公教育体制変革のための諸条件を

醸成していくためのベクトノレが必要である。それは、教員集団が、教育的価値の共有化を基盤

K、一方で学校経営者や教育行政機現に自分違の発言権や自治権を承認させていくと同時に、他

方で子どもの保護者である父母の多様な教育要求からの自律性を確保し、かつ、「教育の私事

性J原員!jVC対応、する父母のエゴイズムを揚棄していくというベクトノレである。本稿は前者のベ

クトノレを論述してきたのである。

最後U亡、本研究は従来の教員団体研究K対する一つのプロプレマーティク(問題提起)を意

図している。その意味で序論的考察の域を出てい左いかもしれないが、考察の不十分な点はい

ずれ稿を改めて検討したい。

く註〉

(1) 吉本二郎、永岡I1震編f学校経営総合文献目録J第一法規、 1977年の「教員団体Jの項を参

照のζ と。

(2) 現在、西欧諸国の教員団体を、<専門職団体〉ー職能研究一保守党支持一上層中流階級への

帰属意識一管理識者加入、<労働組合〉ー労働運動一革新党支持一労働者階級への帰麗意識一

管理職者排除といった二分法的K類型化するととは実態としては困難であり、各国の教員団体

は専門職主義 (professionalism)と労働組合主義(u n i 0 n i sm )を融合的に取り入れ

ていく傾向にある。(市川昭午f専門職としての教師』明治図書、 1969年、 P20、PP. 

91-95)ただし、 ζ うした動向が教員団体のあるべき姿K近づいているのか否かは理論的に

厳密な検討が加えられねばならない。

(3) 教員以外の職員、とくに学校事務職員の研究は、北島一司氏などによって進められてきてい

ゐ。しかし現時点にないて、学校事務職員を教員と同等の地位や力をもったものと認めること

は窪めて困難であろう。これは単に法告伎上、別規定と左っているだけではなく職務の差異に

起因している ζ とが大きいと思われる。

(4) r教育実践jと「教育労働Jという概念の実体は同一であり、公教育学校における教員の教

育活動を指し示しているのである。

「教育実践」という概念、の歴史的成立は昭和初期であ払それは「当時現場をがんじがらめ

にしていた天皇制教育体制のもとで、教師が次第に自己の教育の目的と内容・方法にたいして

主体性と自律性を確立していふさらに、働きかける子どもの生活とその内面のリアリティ陀

ついて、認識を深めていったこと、そしてそれらの上にたって、自己の教育的働きかけを理論
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化することの独自性を次第に自覚していったととと直接結びついていた」のである。つま D

「教育実践jは、 「天皇制教育体制にたいする教師の抵抗運動の左かで次第に自覚されていっ

た概念であムしたがってそれは何よりも一定の価値観的方向性を含んだ概念であった。」

(坂元忠芳「教育実践と教育科学Jrr 教育~ 1978年 1月 tP.9、「教育実践Jという概念の

歴史的成立に関する実証的研究花、海老原治善『現代日本教育実践史』明治図書、 1977年、

がある。)この点に関しては興味深い問題であるが、今日では「教育実践jという概念が内包

するものは極めて広く、かつ多義的である。

一方、「教育労働」という概念は戦前にお付る教育運動のなかで、教員の労働が賃労働で・あ

D、かつ階級的性格を帯びていることへの認識と結びついて成立した概念である。今日「教育

労働Jの明確な概念規定がなされているとはいえない語人資本主義社会を基盤とする公教育体

制下の教員の職業行為の本質と内容を、その普遍性と特殊性という両側面から総合的に究明し

ていこうとする一定の分析視角を内包している概念である ζとK留意すべきであろう。

以上のように、二つの概念の成立、発展過程は異なっており、 f教育実践jは教員の職業行

為の具体的実現過程と、 「教育労働jはその組織化過程と密接な関係をもった概念である。し

かし、教員の職業行為の二つの過程は、本来内面的に結びついているものであり、二つの過程

を統一的に把握することによってはじめて教員の職業行為の全体像が把握できるのである。以

下、この視点にたって、二つの概念を同等のものとして扱うことにする。

(5) 教育実践技術とは、子どもの発達と変革を目的とする労働手段(学校施設・設備、教科書な

よび教材・教具など)の組織的運用になける客観的法制性の意識的適用である。

(6) ウォーラー (W.Wa 1 1 e r)は、学校集団が基本的には支配する教員層と服従する子ども層

との永遠の対立をはらんだ専制的政治機構であるとい教員は告i度的威信を維持するために子

どもとの社会的距離を保つ必要があることを指摘している。 (w.Wa 1 1 e r， T h e S 0 c i -

ology of Teaching， 1932 ，石山僑平・橋瓜貞雄訳、 f学校集団J明治図書、 1957年)

(7) 海老原治善『教育政策の理論と歴史J新評論、 1976年 PP.19-29

(8) L. アノレチュセーノレ、西川長夫訳『国家とイデオロギー』福村出版、 1975年、 P.21

(9) 向上、 P 2 0 

ω 中垣啓「能力の構造」東京大学教育学部紀要第 13巻、 1973年、 P.214 

ω 桜井均「授業への問いの論理と課題J東京教育大学大学院教育学研究集録第15集、1975生P18

ω 中垣啓、前掲論文、 PP.212-216左台、中垣氏は本論文Kないて精綾な能力の構造モデ

ノレを提出してお少、示唆的である。
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ω 向上、 P.215

ω 教育的価値の根幹K位置する学力についての教育学的コンセンサスは未だ確立されていない。

学力問題は少なくとも戦後K卦ける学力論の史的展開を踏まえて論議されねば左ら左いが、本

稿ではその余裕がない。 ζ とでは、戦後学力論争史の素描を試みた次の論文をあげるにとどめ、

いずれ稿を改めて検討することKする。

須藤和昭「文献解題、戦後の学力論JW富民教育J第 15号、 1973年、木下繁弥「形成すべ

き学力の中心は何かJW現代教育科学Jl1975年 10月号

ω 鈴木秀一・藤岡信勝「今日の学力論Kなけるこ・三の問題JW科学主思想、Jl1 6号、 1975

年 4月、 PP. 94-95 

(16) r教育実践科学Jの構築にないて、教員団体と並んで民関教育研究団体が重要左役割を果た

すことはいうまでもない。両国体が如何なる役割を担うべきかといった理論構築のための協働

体制K関する問題は今後の検討課題である。

開 高村泰雄「教授学研究の方法論的諸問題(その 1) J北大教育学部紀要、第19号、1972年、P.10 

ω 牧柾名『教師の教育権』青木書庖、 1976年、 P.187

側 1960年代にはじまる協力教授組織の研究は、教員集団の協rj}l体制の形成を目ざしたもので

あるといえよう。また、斎藤喜博氏を中核とする島小、境小の教育実践は、教員集団の集団

的力量に支えられたものであった。(W斎藤喜博全集J全18巻、国土社参照)同様左ものとし

てグェー・スホムリンスキ一、杉山明男訳『中学校の教師集団』明治図書、 1962年がある。

働 自主管理の思想とは、生産手段の私的所有を廃棄し‘生産手段の国有化を説〈伝統的左社会

主義理論とは異な夕、労働力の商品化K起因する疎外の解放‘つま b労働者が全社会構造のあ

らゆる段階で主人公にならなければならないとする一種の社会主義理論である。(新田俊三「

『自主管理論』の概念J季干IJW労働者自主管理研究JJ1 9 7 7年、参照)

自主管理とほぼ同義である労働者統制(workers'control)の思想とは、第ーに、労働

者Kよる産業の自主管理、すなわち労働者の自主管理的左社会主義を追求しようとする思想、で

あり、第二に、経営者の一方的意志による経営権の行使を労働者が抑え、もぎとっていくとい

う職場闘争の思想である。とのこつは以下のように相互補完関係にある。つまム「経営権の

一方的な行使を抑制していく職場での抵抗闘争の前進、職場になける資本の管理秩序を解体し

ていくような労働者統制の強化が、自主管理的左社会主義社会を実現するうえで不可欠左前提」

であD、「逆にまた、自主管理的な社会主義の思想、が、生産現場になける労働者の統制力を鼓

舞するうえで不可欠な刺激jであるという関係、にないて結合しているのである。(戸塚秀夫
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「労働者統制の示唆するものJ向編f労働者統制の忠想、J亜紀書房、 1977年、 P.199

P.202) 

~1) もちろん、校長が教員集団形成のリーダーと左ることが最も望ましいが、その場合、校長と

教育行政機関との緊張が激化することKなる。

戸) ①~③は「経営参加 jの方式である。木元進一郎「労働組合の『経営参加J森山書居、 1972

年、 P.4 5 
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